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害し、若しくは不正な利益を得るために連合し
た者 Ì 競争の参加を妨げ、又は契約の締結
若しくは履行を妨げた者 Í 監督又は検査に
際し、職務の執行を妨げた者 Î 正当な理由
がなくて契約を履行しなかった者 Ï その
他、当社に損害を与えた者 ウ 会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てをした者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づく再生手続開始の申立てをし
た者。ただし、更生手続又は再生手続の終結の
決定を受けた者は除く。エ 前各号に掲げる者
のほか、反社会的勢力と認められる者。なお、
反社会的勢力とは、暴力団、国際犯罪組織、国
際テロリスト、社会運動標ぼうゴロ等、その他
次の各号に掲げる者をいう。Ê 郵便事業株式
会社が提供するサービスを不正に利用し、又は
不正な目的をもって利用する者。Ë 郵便事業
株式会社が提供するサービスの利用を通じて、
社会的妥当性を欠く不当な要求をする者。Ì

その他、社会的妥当性を欠く不当な要求をする
者。]郵便事業株式会社における取引先資格審
査において、資格を有すると認められた者又は
全省庁統一参加資格を有する者であること。
３ 入札者に求められる義務等 入札に参加を希
望する者は、入札説明書に明記されている証明
書等を平成22年11月５日午前11時00分までに下
記５に示す場所に提出しなければならない。提
出された証明書等を審査の結果、当該物品を納
入できると認められた者に限り、入札の対象者
とする。なお、提出した証明書等について説明
を求めたときは、これに応じなければならない。
４ 入札説明会の日時 平成22年９月28日午前11

時30分に上記１に示す場所で開催するので、出
席を希望する者は出席予定者を平成22年９月27

日午後５時00分までに下記５に示す場所に書面
で連絡すること。
５ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問合せ先
〒100`8798 東京都千代田区霞が関一丁目３
番２号 郵便事業株式会社財務部門調達部（シ
ステム・車両担当）担当 大平 和雄 電話
03`3504`4213

７ Summary \Contracting entity : Yoshiro

Nakajyou, Senior Exective Vice President,

Japan Post Service Co., Ltd. ]Classifica-

tion of the products to be procured : 71, 27 ^

Nature and quantity of the products to be re-

quired : Construction of Vehicle Control Man-

agement System _Fulfillment period : To

be specified later `Fulfillment place : To

be specified later aTime limit of tender :

11 : 00 AM 5 November 2010 bQualification

for participating in the tendering procedures :

Suppliers eligible for participating in the pro-

posed tender are those who shall have been

qualified through the examination of the qua-

lifycations by Japan Post Service Co., Ltd.

For participating in tenders for manufactur-

ing or purchasing equipment cContact

point for the notice : Kazuo Odai, Financial

and Accounting Group, Procurement Depart-

ment, Japan Post Service Co., Ltd., 3`2 Ka-

sumigaseki 1-chome Chiyoda-ku Tokyo 100`

8798 Japan. TEL 03`3504`4213

６ その他 \入札の無効 本公告に示した入札
参加に必要な条件を満たさない者の入札及び入
札の条件に違反した入札 ]契約手続において
使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨
に限る。^入札保証金及び契約保証金 免除
_契約書作成の要否 要 `郵便事業株式会社

資格審査申請書の提出 参加条件を満たさない
者で入札を希望する者は、当社所定の審査申請
書に必要事項を記入の上、上記５に示す場所へ
提出すること。なお、申請の時期によっては本
件入札に間に合わない場合がある。a入札書の
記載方法 落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の５％に相当する額を
加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数を切り捨てた金額）をもっ
て落札価格とするので、入札者は消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約金額の105

分の100に相当する金額を入札書に記載するこ
と。b落札者の決定方法 予定価格の制限の範
囲内の入札金額を提示した入札者であって、入
札説明書で指定する性能、機能等の要件のうち、
必須とした項目についての基準をすべて満たし
ている提案をした入札者の中から、入札説明書
で定める総合評価落札方式をもって落札者を決
定する。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年９月 15日
契約責任者 中日本高速道路株式会社

名古屋支社長 岩田 久志

２ 競争参加資格
\ 中日本高速道路株式会社契約規則（平成18

年11月９日中日本高速道路株式会社規程第25

号）第11条の規定に該当しない者であること。
規則第11条の規定に該当しない者とは、次の
各号に掲げる者でないことをいう。
{ 契約を締結する能力を有しない者（未成
年者、被保佐人又は被補助人であって、契
約締結のために必要な同意を得ている者を
除く。）及び破産者で復権を得ない者並びに
経営状態が著しく不健全であると認められ
る者

| 次のいずれかの一に該当すると認めら
れ、その事実があった後２年を経過してい
ない者（これを代理人、支配人その他の使
用人として使用する者についても同様とす
る。）であって、不適格者と認める者
Ë 契約の履行に当たり、故意に履行を粗
雑にし、又は材料等の品質若しくは数量
に関して不正の行為をした者

ô 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るため連合した者

ã 落札者若しくは契約の相手方に決定し
た者が契約を締結すること又は契約者が
契約を履行することを妨げた者

ß 監督又は検査の実施に当たり会社の社
員の職務の執行を妨げた者

ç 正当な理由がなくて契約の履行をしな
かった者

± 会社に提出した書類に虚偽の記載をし
た者

Ý 会社と係争中である者
Ú その他会社に著しい損害を与える等、
契約の相手方とすることが不適当と認め
られる者

} 前号の規定に該当する者を入札又は見積
りの代理人として使用する者

] 競争に参加するために必要な証明書類等
（以下、「証明書等」という。）の提出期限まで
に以下の書類を提出し、一般競争入札参加資
格の確認を受けた者であること。
{ 商業登記簿謄本の写し
| 直近の財務諸表類
} 納税証明書の写し（書式その３・その３
の２・その３の３のうち、いずれか一枚）

~ 会社の経歴を記載した書類（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続開始の決定後、当社の長が
別に定める手続きに基づく一般競争入札参
加資格の再確認を受けていること。）

^ 証明書等の受領期限から開札の日までの期
間に資格登録の停止を受けている者でないこ
と。

_ 当社（旧日本道路公団を含む。）、東日本高
速道路株式会社又は西日本高速道路株式会社
が共通に定める磁気カード通行券の承認検査
に合格して入札参加資格が確認された者であ
ること。ただし、当社（旧日本道路公団を含
む。）、東日本高速道路株式会社又は西日本高
速道路株式会社が発注した磁気カード通行券
の納品実績を有している場合は、承認検査を
省略する。

３ 入札手続等
\ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先 〒460`0003 愛知県名
古屋市中区錦２丁目18番地19号 三井住友銀
行名古屋ビル内 中日本高速道路株式会社
名古屋支社 契約チーム 弓矢 正博 電話
052`222`1448

◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 23

〇中日本高速道路株式会社公告第 11号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 76

] 購入等件名及び数量
「平成22年度 名古屋支社磁気カード通行
券購入契約」
磁気カード通行券 14¶450¶000枚

^ 購入等案件の仕様 仕様書による
_ 納入期限 契約締結の翌日から100日以内
` 納入場所 仕様書による
a 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の５パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
四捨五入するものとする。）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約希望金額の
105分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
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